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事業番号 4 13 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 萱野　知

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２ 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 行政係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度 昭和46年度、平成3年度

根拠法令等 憲法、地方自治法、富津市例規事務取扱規程、顧問弁護士委託契約

実施の背景

　憲法第９４条、地方自治法第１４条第１項の規定により、地方公共団体が法令の範囲内において、地域における事務及びその他の
事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされる事務に関し、条例を制定することができること、また、規則について
は、地方自治法第１５条により、地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則を制定
することができると規定しているため、条例等を整備、管理する必要がある。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　条例、規則、要綱等の制定、改廃の審査事務及び管理を行うことにより、適正な事務の執行
が行われるようにするとともに、市民及び職員に条例等の情報を提供する。また、職員に対し
法制執務の基礎知識を会得させ、市民に対する説明力を向上させる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び職員
対象者数(全住民に対する割合)

40,402 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 ○ 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者
例規システム委託料・・・・・第一法規株式会社
顧問弁護士嘱託費・・・・・・浜名法律事務所

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

報償費　480,000円
　●顧問弁護士嘱託費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　480,000円
旅費　　1,540円
　●普通旅費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　  1,540円
需用費　690,928円
　●法令図書追録代・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　238,294円
　●書籍等購入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 28,485円
　●大佐和掲示場修繕工事等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　424,149円
委託料　2,376,880円
　●弁護士委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  330,000円
　　　行政処分取消請求事件に係る弁護士委託料
　●例規システムのデータベースの維持、更新、例規追録作成・・・・1,958,880円
　●市民憲章看板撤去業務委託料・・・・・・・・・・・・・・・・・   88,000円
　　　経年劣化により看板が外れ、枠組みだけが残っていた青堀駅東口の市民憲章看板について、
　　　撤去及び処分のための委託料。委託先：有限会社　大滝商会
使用料及び賃借料　396,000円
　●インターネット行財政情報iＪＡＭＰ利用料・・・・・・・・・・　 396,000円

単年度用
R4決算用
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事業番号 4 13 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２ 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,687 3,946 3,535

報償費 600 需用費 691

使用料及び
賃借料

396 需用費 271

人
件
費

合　計 2.80 人 16,168 2.25 人 11,980

その他 124

4,138

内　訳

委託料 2,289 委託料 2,377 委託料 2,388 委託料 2,943

報償費 480 報償費 480
使用料及び

賃借料
396 報償費 480

使用料及び
賃借料

396
使用料及び

賃借料
396

需用費 278 需用費 316

2.90 人 15,983 2.80 人 14,520

旅費 3旅費 2

11,917

臨時職員等 0.90 人 1,702 0.90 人 1,702 1.10 人

10,278 1.80 人 13,876 1.60 人正職員 1.90 人 14,466 1.35 人

2,107 1.20 人 2,603

総事業費 19,855 15,926 19,518 18,658

財
　
源

合　計 3,687 3,946 3,535 4,138

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和３年度 令和２年度

条例、規則、要綱等の制定、改廃の審査事務及び管理 件 190 153 181

一般財源 3,687 3,946 3,535 4,138

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

顧問弁護士相談 件 24 16 15

令和２年度

例規データ更新件数 件 190 153 181

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価
　若手職員を中心に法制執務研修を行い、基本的な法務能力の向上につなげた。また、事務に
あたり、専門知識をもつ弁護士に相談することで、問題解決につなげている。

比較参考値

1　例規関係（R3決算額）
（1）木更津市　電子例規整備費　3,511,200円
2　顧問弁護士関係（R3決算額）
（1）木更津市　1,200,000円
（2）袖ケ浦市　  748,000円

その他
特記すべき事項

法制執務研修参加人数 人 18 27 17

事
業
成
果

成果目標
　法令の改正に伴う、条例、規則、要綱等の制定、改廃の審査事務及び管理をし、データの更新並びに法
制執務の基礎知識を会得し、市民に対する説明能力向上のため政策法務研修を実施する。
　各課等からの法律問題で、専門知識を持った弁護士に相談することにより、問題を解決する。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

１　情報公開（令和４年度）
　(1)行政文書の開示
　　 開示請求数 79件
　　　 開示 18件、部分開示 30件、不開示　7件、不存在　21件、存否応答拒否　3件
　(2)会議の公開
　　 開催会議数 200件
　　 　公開した会議 67件、傍聴人のあった会議 27件、傍聴人の延人数 58人
　(3)行政資料の公開、提供
　　 本庁舎行政資料コーナーにおける書籍、冊子等の公開件数 481件（令和5年3月31日現在）
　　 有償頒布行政資料決算額 12件　159,500円
２　個人情報保護
　(1)個人情報の開示
　　 開示請求数 8件
　　 　開示 3件、部分開示 2件、不開示 0件、不存在　1件、存否応答拒否　1件、取下げ　1件
　(2)個人情報取扱事務届出簿
　　 届出件数 468件（令和5年3月31日現在）

２　執行状況
　報酬　136,000円
　　●情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（5人×4回）・・・・・・・　136,000円
　旅費　12,720円
　　●費用弁償（5人×4回）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   12,720円
　委託料　2,145,000円
　　●個人情報保護制度見直し支援業務委託料・・・・・・・・・・・・・2,145,000円
　　　例規整備支援業務、個人情報ファイル簿整備支援業務、新制度職員周知研修

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　市民参加による公正で開かれた市政を実現するため、市の保有する情報の公開を行う。
　また、個人情報の適正な取扱いを確保することにより、市政を適正に運営し、個人の権利利
益を保護する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

40,402 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 平成16年度

根拠法令等 憲法、富津市情報公開条例、富津市個人情報保護条例、富津市情報公開・個人情報保護審査会条例

実施の背景

　憲法第９２条に規定する、地方自治の本旨である住民自治の基本精神を踏まえて、主権者は
市民であるとの認識に立ち、行政文書を開示する市民の権利及び自己に関する個人情報の開示
を請求できる権利による。審査会については、富津市情報公開条例及び富津市個人情報保護条
例の規定に基づき諮問に対する、調査審議等を行う。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 萱野　知

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２（情報公開及び個人情報保護について） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 行政係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 5 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２（情報公開及び個人情報保護について） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 5 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　会議の公開については、定めれれた期間までに行うことができるよう職員周知を図ってい
く。
　今後も行政文書の保存年限の適正な設定と管理を行い、開示請求に対応していく。

比較参考値

（１）木更津市  情報公開請求処理件数　令和4年度42件、令和3年度30件、令和2年度17件
　　　　　　　　個人情報請求処理件数　令和4年度16件、令和3年度22件、令和2年度11件
（２）君津市　　情報公開請求処理件数　令和4年度36件、令和3年度23件、令和2年度41件
　　　　　　　　個人情報請求処理件数　令和4年度15件、令和3年度 6件、令和2年度17件
（３）袖ヶ浦市　情報公開請求処理件数　令和4年度43件、令和3年度14件、令和2年度 6件
　　　　　　　　個人情報請求処理件数　令和4年度 3件、令和3年度 6件、令和2年度 9件

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　市の保有する行政文書及び個人情報について、情報公開条例等に基づき適正に開示を行うた
め、開示請求に対する情報の開示率を成果指標とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 58 67 20

令和２年度

開示請求に伴う開示率 ％ 61 72 83

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

行政文書及び個人情報の開示請求件数 件 79 46 23

一般財源 296 2,294 121 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

会議の公開件数 件 67 39 39

会議の傍聴延人数 人

財
　
源

合　計 296 2,294 121 0

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.80 人

0 人 0

総事業費 6,387 8,385 5,517 5,586

5,586

臨時職員等 人 0 人 0 人

6,091 0.70 人 5,396 0.75 人正職員 0.80 人 6,091

0.70 人 5,396 0.75 人 5,586

0

内　訳

委託料 198 委託料 2,145 報酬 102 報酬 0

旅費 19 旅費 0

旅費 30 旅費 13コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 296 2,294 121

報酬 68 報酬 136

人
件
費

合　計 0.80 人 6,091 0.80 人 6,091

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●役務費　17,985円
　　通信運搬費
　　　モバイルWiFi通信料（2回線・3か月分）・・・・・・・・・・・・　・・・・・・・・・ 17,985円

●委託料　558,635円
　　ペーパーレス会議用ソフト導入委託料
　　　ペーパーレス会議システム（SideBooks）導入支援業務委託・・・・・・・・・・・・・ 264,000円
　　　タブレット端末管理用モバイルデバイスマネジメントシステム（Jumf Pro）導入支援業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・・・・・・・・・・・ 294,635円

●使用料及び賃借料　505,615円
　　ペーパーレス会議用ソフト使用料
　　　富津市ペーパーレス会議システム（SideBooks）賃貸借（3か月分） ・・・・・・・・・ 280,500円
　　　富津市タブレット端末管理用システム（Jumf Pro）賃貸借（3か月分）・・・・・・・・ 111,375円
　　　富津市グループウェアシステム（Google Workspace）賃貸借（2か月分）・・・・・・・ 113,740円

●備品購入費　9,255,048円
　　備品
　　　ペーパーレス会議・文書共有システム用タブレット端末等購入 ・・・・・・・・・・ 9,255,048円
　　　【内訳】
　　　　①iPad Pro（第5世代）WiFiモデル　17台
　　　　②iPad Air（第5世代）WiFiモデル　58台
　　　　③Apple pencil（第2世代）　　　　75台
　　　　④iPad Pro（第5世代）用端末保護ケース／保護フィルム　17個
　　　　⑤iPad Air（第5世代）用端末保護ケース／保護フィルム　58個
　　　　⑥モバイルWiFiルーター　2台
　　　　⑦データハブ　2台

貸付先

委託先・指定管理者 東京インタープレイ（株）、（株）日本ビジネス開発

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　議会、各種会議等における紙の資料配付を見直し、タブレット端末の活用によるペーパーレ
ス会議を実現することで、職員及び議員の利便性の向上と情報伝達の迅速化、紙への印刷に係
る経費及び労務の削減を図ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市職員（課長級以上）及び市議会議員
対象者数(全住民に対する割合)

75 人（ 0.2 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 令和４年度

根拠法令等 富津市情報セキュリティポリシー、富津市市議会議員タブレット端末等貸与基準等

実施の背景

　令和3年9月にデジタル庁が発足し、国及び地方行政のIT化やDXに係る各種施策が推進されることに伴
い、富津市においても紙媒体を主体とする会議形態を見直すとともに、コロナ禍での経験を踏まえ、遠隔
会議や在宅勤務といった新たな勤務形態が形成され、それに対応できるネットワーク体制づくりが必要な
ことから、携帯性の高いタブレット端末を導入することとした。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 萱野　知

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２（ペーパーレス会議関係費） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 行政係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 5 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費２（ペーパーレス会議関係費） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 5 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　半導体不足や新型コロナウイルス感染症拡大による需要が増加したことによるメーカーから
の供給不足、端末の価格の値上げが影響し、購入が遅れたことで12月議会からの導入ができな
かったものの令和5年3月議会に紙媒体との併用による試験的な導入をすることができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　令和５年度以降は、資産経営課にて事業を継続する。

事
業
成
果

成果目標
　タブレット端末の調達、初期設定、管理者・利用者への操作研修を実施し、令和4年12月議会
での導入を目指す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和２年度

市議会への導入 令和5年3月議会 － －

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

タブレット端末購入台数 台 75 － －

一般財源 0 2 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

ペーパーレス会議システム利用者講習会参加者数 人 58 － －

財
　
源

合　計 0 10,337 0 0

国県支出金
10,335

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

0.75 人

0 人 0

総事業費 0 16,047 0 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

5,710 人 0 人正職員 人 0

0.00 人 0 0.00 人 0

0

内　訳

備品購入費 9,255

使用料及び
賃借料

505コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 10,337 0

委託料 559

役務費 18

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.75 人 5,710

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

人事給与・勤怠管理システム使用料…4,923,600円

（人事システム）
基本情報管理、採用情報管理、退職情報管理、人事異動管理等

（給与システム）
基本情報管理、月例給与計算、共済関係、期末勤勉計算等

（臨時職員等管理システム）
月例給与計算、源泉徴収票発行、社会保険算定等

（勤怠管理システム）
出勤簿管理、年休管理、休暇管理、時間外管理等

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　人事管理の適正かつ能率的運営を図るため、人事記録を一元管理するとともに、適正かつ効
率的な給与支給等を行う。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

780 人（ － ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年

根拠法令等 　職員の勤務時間、休暇等に関する条例、一般職の職員の給与等に関する条例ほか

実施の背景
　地方公務員法、地方自治法、勤務時間条例、給与条例等に基づき、人事管理や給与支払を行
う。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 養田　淳

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（人事管理・職員給与支払事務） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 職員係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用



- - -

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（人事管理・職員給与支払事務） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用

事業の自己評価
　令和２年度より新たに人事給与システムを導入し、効果的かつ効率的な人事管理業務及び給
与支払業務に努めている。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　人事管理及び給与支払の着実な執行を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 職員数 千円 38

事
業
実
績 780 759 733

平成２年度

39 40

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

給与支給 回 12 12 12

一般財源 4,871 4,872 4,871 4,870

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

賞与支給 回 2 2 2

職員数 人

財
　
源

合　計 4,924 4,924 4,924 4,924

国県支出金

その他特財
53 52 53 54

その他特財の内容 君津富津広域下水道組合給与システム経費負担金

国県支出金の内容

地方債

3.00 人

1,915 1.00 人 2,169

総事業費 29,655 29,655 29,966 29,438

22,345

臨時職員等 1.00 人 1,891 1.00 人 1,891 1.00 人

22,840 3.00 人 23,127 3.00 人正職員 3.00 人 22,840

4.00 人 25,042 4.00 人 24,514

4,924

内　訳

使用料及び
賃借料

4,924
使用料及び

賃借料
4,924

使用料及び
賃借料

4,924 委託料 4,924

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 4,924 4,924 4,924

人
件
費

合　計 4.00 人 24,731 4.00 人 24,731

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）



- - -

）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　職員採用試験委託料（９月１８日・１月１５日実施） …940,440円

　職員採用合同試験負担金（９月１８日実施）…60,610円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的 　富津市の将来を担う意欲、能力、適性をもった優秀な人材を確保する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 新卒者、既卒者の就職希望者
対象者数(全住民に対する割合)

－ 人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年

根拠法令等 　地方公務員法、職員の任用に関する規則ほか

実施の背景
　職員の減少、業務量の増加、住民意識の高まりの中で、主体的に考え、行動ができる職員の
採用が求められている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 養田　淳

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（職員採用事務） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 職員係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用



- - -

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（職員採用事務） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用

事業の自己評価
　一般行政職及び消防職については採用予定枠での採用ができているが、資格免許職や技術職
については、応募者が少ないこと等により採用まで至らない状況となっている。

比較参考値

その他
特記すべき事項

採用者数／採用予定者数（消防職） ％ 100% 100% 100%

採用者数／採用予定者数（資格免許職・技術職） ％ 13% 88% 57%

事
業
成
果

成果目標 　採用予定枠に対しての採用人数の充足数

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 採用人数 千円 269

事
業
実
績

平成２年度

採用者数／採用予定者数（一般行政職） ％ 100% 100% 100%

289 290

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

採用人数 人 32 28 29

一般財源 1,343 1,001 379 974

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 1,343 1,001 379 974

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

1.00 人

0 人 0

総事業費 8,956 8,614 8,088 8,422

7,448

臨時職員等 人 0 人 0 人

7,613 1.00 人 7,709 1.00 人正職員 1.00 人 7,613

1.00 人 7,709 1.00 人 7,448

974

内　訳

委託料 1,233 委託料 940 委託料 303 委託料 906
負担金補助
及び交付金

76
負担金補助
及び交付金

68

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,343 1,001 379

負担金補助
及び交付金

110
負担金補助
及び交付金

61

人
件
費

合　計 1.00 人 7,613 1.00 人 7,613

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　研修費負担金　　　…927,365円
　　自治大学校、市町村アカデミー、千葉県自治研修センターほか

　研修旅費　　　　　…366,090円
　　自治大学校、市町村アカデミー、千葉県自治研修センターほか

　研修講師派遣委託料…445,262円
　　新規採用職員研修、人事評価者研修ほか

　研修費助成金　　　…303,800円
　　自主研修グループ6組：299,800円
　　自治体法務検定受験助成：4,000円

貸付先

委託先・指定管理者
研修先…自治大学校、千葉県自治研修センター、君津郡市広域市町村圏事務組合、市町
村アカデミーほか

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　富津市人材育成基本方針に定める「目指すべき職員像」を実現するため、職員の能力開発を
行う。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

478 人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年

根拠法令等 　地方公務員法、富津市職員研修規程ほか

実施の背景 　地方公務員法第39条に基づく、勤務能率の発揮及び増進のための研修を受ける機会の付与

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 養田　淳

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（職員研修事務） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 職員係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 3 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用



- - -

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（職員研修事務） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 11 3 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用

事業の自己評価
　各年度の受講率は、その年の研修メニューや階層別の職員数の影響を受けるが、多くの職員
に効果的な研修の機会を付与できるよう、引き続き情報提供等を進める。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　対象者数に対する受講者数の割合を増加させる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 受講者数 千円 51

事
業
実
績

平成２年度

対象者数に対する受講者数の割合 ％ 40 34 32

58 60

令和４年度 令和３年度

令和３年度 平成２年度

受講者延べ人数 人 189 158 152

一般財源 2,624 1,989 1,427 1,577

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 2,744 2,042 1,468 1,632

国県支出金

その他特財
120 53 41 55

その他特財の内容 市町村振興協会負担金

国県支出金の内容

地方債

1.00 人

0 人 0

総事業費 10,357 9,655 9,177 9,080

7,448

臨時職員等 人 0 人 0 人

7,613 1.00 人 7,709 1.00 人正職員 1.00 人 7,613

1.00 人 7,709 1.00 人 7,448

1,632

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,478
負担金補助
及び交付金

1,231
負担金補助
及び交付金

776
負担金補助
及び交付金

761

委託料 403 委託料 612

旅費 463 旅費 366 旅費 289 旅費 259コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,744 2,042 1,468

委託料 803 委託料 445

人
件
費

合　計 1.00 人 7,613 1.00 人 7,613

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　健康診断委託料…3,417,082円
　　定期健康診断、ストレスチェック

　職員公務災害補償基金負担金…3,484,198円
　　常勤職員の公務災害及び通勤災害に対する補償

　非常勤職員公務災害補償事務負担金…241,484円
　　議員、非常勤特別職員、会計年度任用職員の公務災害及び通勤災害に対する補償

　産業医報酬…360,000円
　　労働安全衛生法に基づき、選任が義務付け

貸付先

委託先・指定管理者 医療機関、公務災害補償基金、千葉県総合事務組合

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　公務能率の向上を図るには、職員の健康を継続的に維持する必要がある。また、万が一の労
働災害及び通勤災害に備える必要がある。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

780 人（ － ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年

根拠法令等 　労働安全衛生法、富津市職員安全衛生管理規程ほか

実施の背景 　職員の労働安全衛生を保持する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 養田　淳

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（労働安全衛生事務） 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 職員係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務関係費 目 1

事業番号 4 13 11 4 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用



- - -

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費５（労働安全衛生事務） 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務関係費 目 1

事業番号 4 13 11 4 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用R4決算用

事業の自己評価
　ストレスチェックの実施については、労働安全衛生法に基づき平成28年から義務化された。
今後の課題としては、組織として結果をどう活用していくかという点が挙げられる。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　定期健康診断及びストレスチェックの受検率の向上を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 職員数 千円 19

事
業
実
績

平成２年度

ストレスチェック受検率 ％ 85.0 89.6 88.9

19 18

令和４年度 令和３年度

令和３年度 平成２年度

週の所定労働時間が２８時間４５分以上の職員 人 607 599 581

一般財源 9,430 7,503 7,258 6,759

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

定期健康診断実施日数 日 4 4 4

財
　
源

合　計 9,430 7,503 7,258 6,759

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.50 人

0 人 0

総事業費 13,237 11,310 11,112 10,483

3,724

臨時職員等 人 0 人 0 人

3,807 0.50 人 3,854 0.50 人正職員 0.50 人 3,807

0.50 人 3,854 0.50 人 3,724

6,759

内　訳

委託料 5,152
負担金補助
及び交付金 3,726

負担金補助
及び交付金 3,746

負担金補助
及び交付金 3,763

委託料 3,152 委託料 2,636

報酬 360 報酬 360 報酬 360 報酬 360コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 9,430 7,503 7,258

負担金補助
及び交付金

3,918 委託料 3,417

人
件
費

合　計 0.50 人 3,807 0.50 人 3,807

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

需用費　407,262円
　●消耗品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　407,262円
役務費　13,752,791円
　●通信運搬費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13,752,791円
委託料　137,940円
　●廃棄文書処理委託料・・・・・・・・・・・・・・・　　137,940円
使用料及び賃借料　52,800円
　●官報情報検索サービス使用料・・・・・・・・・・・　　 52,800円

貸付先

委託先・指定管理者 廃棄文書処理委託料・・・・・・・・・・株式会社キーペックス

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　市の諸活動の記録である行政文書等が健全な民主主義の根幹を支える市民共有の知的資源で
あることにかんがみ、行政文書の適正な管理、保存、利用等を図り、もって行政が適正かつ効
率的に運営されるようにする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

478 人（ 1.2 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 富津市文書管理規程

実施の背景
　日々扱う文書について、文書管理規程に沿った分類で保管・保存をし、行政文書の適正な管
理を行うとともに、保存期間を終了した文書について、一括廃棄する。また、文書の収受及び
発送に係る管理については、事務の集約化及び経費削減のため一括して行っている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 萱野　知

文書広報費

事 業 名 文書管理関係費 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 行政係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 2

事業番号 4 25 3 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用



- - -

文書広報費

事 業 名 文書管理関係費 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 2

事業番号 4 25 3 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　文書の管理については、規定に沿って適正に管理、保管しており、所期の目的は達成できて
いる。しかしながら、文書庫の文書棚のスペースがひっ迫していることから、文書管理の見直
しを検討していく。
　経費削減については、総務課で一括して取りまとめをすることで割引制度を活用していくと
ともに、押印の見直しをしたことから、郵送から電子メールに変更を引き続き促していく。

比較参考値

その他
特記すべき事項

郵便料金 千円 13,753 13,253 13,553

事
業
成
果

成果目標

　情報公開請求等の行政事務に必要な文書を迅速・的確に対応できるよう文書管理規定に沿っ
て整理、保管する。また、文書保存・廃棄処理方法等の検討を行い、経費削減に努める。
　郵便物の収受と発送等については、総務課で取りまとめることにより、事務の効率化を図る
と同時に機械によるシステム化を目指すことで更なる効率化を目指す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 167,699 155,404 158,881

令和２年度

文書廃棄委託料 円 137,940 139,095 135,465

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

引継ぎ文書 冊 3,968 3,704 3,545

一般財源 13,531 13,655 13,107 13,403

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

文書廃棄量 ㎏ 8,360 8,430 8,210

発送通数 通

財
　
源

合　計 14,287 14,351 13,832 14,196

国県支出金

その他特財
756 696 725 793

その他特財の内容 督促手数料

国県支出金の内容

地方債

1.20 人

5,554 1.70 人 3,687

総事業費 27,017 27,081 27,095 25,704

7,821

臨時職員等 1.90 人 3,594 1.90 人 3,594 2.90 人

9,136 1.00 人 7,709 1.05 人正職員 1.20 人 9,136

使用料及び
賃借料

53

3.90 人 13,263 2.75 人 11,508

14,196

内　訳

役務費 13,648 役務費 13,753 役務費 13,253 役務費 13,553

委託料 293 委託料 323

委託料 165 委託料 138 需用費 233 需用費 267
使用料及び

賃借料
53

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 14,287 14,351 13,832

需用費 419 需用費 407

使用料及び
賃借料

53
使用料及び

賃借料
53

人
件
費

合　計 3.10 人 12,730 3.10 人 12,730

旅費 2

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

需用費　17,208円
　●消耗品費・・・・・・・・・・・17,208円
役務費　2,792円
　●通信運搬費・・・・・・・・・・ 2,792円
負担金補助及び交付金　5,280円
　●県統計協会負担金・・・・・・・ 5,280円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　あらかじめ統計調査員となる意思を有する者を登録し、円滑な各種統計調査員の確保と資質
の向上を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

40,402 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等
統計調査員確保対策事業委託要綱、統計調査員確保対策事業実施要綱、千葉県統計調査員確保対策事業要
綱（国事業）

実施の背景
　統計調査員確保対策事業は、統計調査員の選任が年々難しくなっている現状を改善す
るため開始された国の事業であり、この事業は市町村に委託されている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務 ○

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 萱野　知

統計調査総務費

事 業 名 統計総務関係費 担当課 総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 行政係

科　　目 款 2 総務費 項 5 統計調査費 目 1

事業番号 12 15 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用



- - -

統計調査総務費

事 業 名 統計総務関係費 担当課 総務課

科　　目 款 2 総務費 項 5 統計調査費 目 1

事業番号 12 15 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　個人情報保護法やプライバシー意識の高まりにより統計調査に対する抵抗感が増し、住民か
らの苦情や調査の拒否などもあり、調査が年々困難になってきている。また、既に登録済の調
査員の高齢化もあり、登録調査員の一人でも多くの確保が喫緊の課題であるが、本年度は新規
登録調査員の登録はできなかった。また、新型コロナウイルス感染防止により集合研修による
調査員研修が中止となるなど活動ができなかったが、資料を送付するなど対応を行った。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　各種統計調査員の確保と資質の向上

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和２年度

登録調査員（市正規職員を除く） 人 68 69 69

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

資質向上のための研修出席回数（新型コロナ対策
により開催せず）

回 0 0 0

一般財源 13 5 19 16

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 33 25 32 38

国県支出金
20 20 13

その他特財
その他特財の内容

22

国県支出金の内容 統計調査員確保対策事業委託金

地方債

0.30 人

383 0.20 人 434

総事業費 3,074 3,066 3,499 2,409

1,937

臨時職員等 0.40 人 757 0.40 人 757 0.20 人

2,284 0.40 人 3,084 0.26 人正職員 0.30 人 2,284

0.60 人 3,467 0.46 人 2,371

38

内　訳

報償費 8 需用費 17
負担金補助
及び交付金

16
負担金補助
及び交付金

16

役務費 7 需用費 22

旅費 6 役務費 3 需用費 6

需用費 6

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 33 25 32

役務費 7
負担金補助
及び交付金

5

旅費 3

人
件
費

合　計 0.70 人 3,041 0.70 人 3,041

負担金補助
及び交付金

6

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）


